
平成19年度一般会計当初予算（案）概要
（単位　　百万円）

区　　分 18年度 19年度 特記事項
増減 増減率

（歳入） 百万円 百万円 百万円 ％

市税 23,027 24,911 1,884 8.2 税源移譲（三位一体改革）影響額　930定率減税廃止影響額 441

地方譲与税 1,530 550 △ 980 △ 64.1 税源移譲（三位一体改革）に伴う所得譲与税　△950

県税等交付金　＊１ 1,942 2,041 99 5.1

地方特例交付金 700 160 △ 540 △ 77.1 地方特別交付金、児童手当特例交付金定率減税廃止に伴う影響額　△600

地方交付税 170 170 0 0.0 特別交付税

一般財源(小計１） 27,369 27,832 463 1.7

臨時財政対策債 1,450 1,310 △ 140 △ 9.7

減税補てん債 250 0 △ 250 △ 100.0 定率減税廃止に伴う影響額　△250

一般財源(小計２） 29,069 29,142 73 0.3

繰入金 302 0 △ 302 △ 100.0

繰越金 411 7 △ 404 △ 98.3

交通安全対策特別交付金 30 30 0 0.0

一般財源*2　　計 29,812 29,179 △ 633 △ 2.1

分担金負担金 445 452 7 1.6

使用料手数料 665 637 △ 28 △ 4.2

国庫支出金 2,838 2,805 △ 33 △ 1.2

県支出金 1,403 1,591 188 13.4

諸収入 78 142 64 82.1

市債 275 111 △ 164 △ 59 6 建設事業債市債 275 111 △ 164 △ 59.6 建設事業債

その他 9 35 26 288.9 寄付金、財産収入など　

合計 35,525 34,952 △ 573 △ 1.6

（歳出） 百万円 百万円 百万円 ％

義務的経費 18,763 18,978 215 1.1

一般財源充当 14,721 14,709 △ 12 △ 0.1

特定財源充当 4,042 4,269 227 5.6

準義務的経費 7,946 8,352 406 5.1

一般財源充当 7,534 7,910 376 5.0 通常一般経費からの移行経費（約300）

特定財源充当 412 442 30 7.3

義務的・準義務的経費　計 26,709 27,330 621 2.3

通常一般経費 5,540 5,362 △ 178 △ 3.2

一般財源充当 5,028 4,765 △ 263 △ 5.2 準義務的経費への移行経費（約△300）

特定財源充当 512 597 85 16.6

経常経費　計 32,249 32,692 443 1.4

政策的経費 2,997 1,611 △ 1,386 △ 46.2

一般財源充当 2,307 1,321 △ 986

特定財源充当 690 290 △ 400

通常特別経費 279 649 370 132.6

一般財源充当 272 556 284

特定財源充当 7 93 86

臨時的経費　計 3,276 2,260 △ 1,016 △ 31.0

歳出合計 35,525 34,952 △ 573 △ 1.6

歳入歳出差引 0 0 0
＊１　利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、地方消費税交付金、ゴルフ場利用税交付金、自動車取得税交付金

＊２　予算編成処理上一般財源として充当する財源であり、決算統計等の一般財源とは相違があります。

4月に市長選挙が予定されているため、平成19年度当初予算は原則として政策的経費を除く骨格予算として編成されています。


